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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、会計利益と課税所得の一致性が利益の質に与える影響を分析することにあ
る。会計利益と課税所得の一致性をAtwood et al.（2010）に基づいて国・年ごとに推定した。また、利益の質の指標
として、利益平準化、短期的な会計発生高の見積誤差、裁量的会計発生高の絶対値などを取り上げた。分析の結果、会
計利益と課税所得の一致性の水準が高いほど、利益平準化の程度が高く、短期的な会計発生高の見積誤差や裁量的会計
発生高の絶対値の程度は小さいことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to examine the influence of book-tax conformity on 
earnings quality. Book-tax conformity is estimated by each country-year, following Atwood et al. (2010). 
I use some different measures of earnings quality: earnings smoothness, estimation error in current 
accruals, and absolute value of discretionary accruals. The results show that higher levels of book-tax 
conformity are associated with more earnings smoothness, less estimation error in current accruals, and 
less absolute value of discretionary accruals.

研究分野：財務会計

キーワード： 会計利益と課税所得の一致性
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、会計利益と課税所得の一致性
（book-tax conformity）を分析対象とする
が、この背景には申請者がこれまでに行って
きた会計利益と課税所得の差額（book-tax 
difference）に関する研究が関連している。
会計利益と課税所得の差額に焦点をあてた
研究では、次の 3 つが明らかになっている。
第 1に、日本企業の会計利益と課税所得の乖
離幅は平均的に小さいということである。こ
れは確定決算主義や損金経理要件の多さが
原因となり、アメリカの企業のように会計利
益が課税所得を大幅に上回るケースは少な
いと考えられている。第 2に、会計利益と課
税所得が大幅に乖離した企業の利益の持続
性はそうでない企業の利益の持続性よりも
低く、企業の財務分析を行う立場からは会計
利益と課税所得の大幅な乖離は利益の質
（earnings quality）が低下していることの
シグナルになりうるということである。会計
利益と課税所得の乖離幅が小さい日本企業
においても、両者の乖離幅は利益の質に関連
する情報内容を持ち、アメリカの先行研究と
同様の結果となる。第 3に、会計利益と課税
所得の差額に関する情報は投資家にとって
有用な情報となるが、日本企業の場合は課税
所得そのものが会計利益よりも価値関連性
を有することがあるということである。これ
らの知見は、会計利益と課税所得の一致性が
利益の質に影響を与える可能性があること
を示唆する。ただし、制度設計者の立場から、
どの程度の制度的連携が望ましいのかにつ
いて示唆を得るには、連携の程度が異なる国
を分析対象に含めて国際比較を行う必要が
あり、本研究の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、会計利益計算と課税所得
計算の制度的連携の程度が利益の質に与え
る影響を国際比較分析することにある。これ
までの実証的会計研究の中で開発された利
益の質に関する複数の指標を取り上げ、それ
らが会計利益と課税所得の一致性が高い国
とそうでない国で違いがあるのか否かを分
析する。日本の企業会計制度は企業会計上の
利益計算と税法上の課税所得計算が密接に
関連しているため、日本企業の会計利益と課
税所得の一致性は高いと考えられている。他
方、例えばアメリカの企業会計制度の場合、
税法上の課税所得計算が企業会計上の利益
計算に依存する程度が低いため、アメリカの
企業の会計利益と課税所得の一致性は低い
とされる。このような会計利益計算と課税所
得計算の制度的連携については、確定決算主
義をキーワードとして古くから議論されて
きたが、近年あらためて会計利益計算と課税
所得計算の制度的連携が脚光を浴びている。
アメリカでは会計不正により破綻したエン
ロンが多額の会計利益を報告しているにも
関わらず、税金を一切支払っていないこと

（すなわち、課税所得がゼロ）が明らかとな
り、これを契機として会計利益と課税所得の
一致性を高めるように制度改正すべきだと
いう議論が起こっている。例えば、
Desai(2005)は、会計利益と課税所得の一致
性を高めると、報告利益の操作や過度な節税
行動の抑制に貢献し、利益の質の改善につな
がると制度改正を支持する。これに対して
Hanlon, Maydew, Shevlin(2008)は、財務報
告の利用者が要求する情報は課税当局の要
求する情報と大きく異なるため、会計利益と
課税所得の一致性を高めると利益の質の低
下につながると反対する。これらの議論を整
理するためにもさらなる実証的証拠、特にア
メリカと異なる制度体系を持つ国の実証的
証拠を蓄積する必要があると考える。また、
これらの議論はアメリカの会計制度に対す
る示唆にとどまらず、長年、確定決算主義の
維持・見直しを議論してきた日本の会計制度
に対する示唆も有すると考える。これらの理
由から本研究では、会計利益と課税所得の一
致性が利益の質に与える影響を国際的に比
較することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、Atwood, Drake, Myers(2010)で
提案された方法により、国・年ごとに会計利
益と課税所得の一致性を指標化する。次に、
利益の質に関する指標も国・年ごとに指標化
する。利益の質に関する指標は利益の特性に
着目した変数や利益に対する投資家の反応
に着目した変数などが含まれるが、本研究で
は利益の質の国際比較研究で取り扱われて
いる指標を中心に利用する。具体的には、利
益平準化に関する指標、短期的な会計発生高
の精度に関する指標、裁量的会計発生高の指
標、条件付保守主義に関する指標などである。
会計利益と課税所得の一致性に関する指標
と利益の質に関する指標のどちらも Capital 
IQ（S&P）という国際財務データのオンライ
ンサービスを利用して推定する。 
 
４．研究成果 
（1）Atwood, Drake, Myers(2010)は会計利
益と課税所得の一致性を「企業が税引前利益
と異なる課税所得を申告するために有する
フレキシビリティ」と定義し、国・年ごとに
当期税金費用を税引前利益に回帰すること
によって得られる平均二乗誤差の平方根
（Root Mean Square error）を会計利益と課
税所得の一致性の指標として利用している。
すなわち、この値が小さいほど会計利益と課
税所得の一致性が高く、この値が大きいほど
会計利益と課税所得の一致性が低いと解釈
できる。本研究も彼らと同様の手法により、
2003 年から 2012 年までの 10 年間、46 カ国
を分析対象として会計利益と課税所得の一
致性を推定した。図 1はその国別の平均値を
高い順に並べて示したものである。横軸は国
であり、縦軸は国・年ごとに当期税金費用を



税引前利益に回帰することによって得られ
る平均二乗誤差の平方根の平均値である。当
該平均値は 0.0046～0.0208 の範囲にあり、
日本は図1のオレンジ色で示された箇所に位
置する。すなわち、日本は 46 カ国の中で下
から 12 番目に低い値をとっており、会計利
益と課税所得の一致性が相対的に高い国で
あるといえる。確定決算主義や損金経理要件
の存在を考慮すれば、予想通りの結果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1  book-tax conformity の国別平均値 
 
また、カナダやアメリカは当該数値が高く、
会計利益と課税所得の一致性が低い国に位
置づけられることがわかる。 
 
（2）利益の質の指標として、利益平準化の
指標を 2 つの方法で国・年ごとに測定した。
1 つは、国・年ごとに算出した営業キャッシ
ュ･フローの標準偏差に対する営業利益の標
準偏差の割合について国ごとにその中央値
を測定した。この数値が小さいほど利益平準
化を行っており、利益の質が低いと評価され
る。これが小さい国はブラジル、スペイン、
韓国、インド、台湾であり、日本は 6番目に
低い位置にある。これが大きい国はデンマー
ク、カナダ、オランダ、オーストラリア、ア
メリカとなっている。いま 1つは、国・年ご
とに算出した会計発生高の変動と営業キャ
ッシュ･フローの変動の相関について国ごと
にその中央値を測定した。両者に著しい負の
相関があるほど利益平準化を行っていると
評価される。これが小さい国はブラジル、イ
ンド、スペイン、台湾、スイスであり、日本
は 6番目に低い水準となっている。これが大
きい国はデンマーク、オーストラリア、カナ
ダ、スウェーデン、アメリカとなっている。
いずれの指標をみても、日本企業の利益は平
準化の影響をかなり受けていると評価でき
る。 
 
（3）利益の質の指標として、短期的な会計
発生高の精度を測定した。具体的には、国・
年ごとに短期の会計発生高を、前期、当期
及び翌期の営業キャッシュ･フローに回帰
し、それによって得られる残差の標準偏差
を算出し、国ごとにその中央値を測定した。
これは経営者の短期会計発生高に対する見
積誤差を表すことから、これが小さいほど、

見積誤差が小さく、利益の質は高いと考えら
れる。これが小さい国はスペイン、ブラジル、
フィンランド、オランダ、スイスであり、日
本は 8番目に低い水準となっている。これが
大きい国はオーストラリア、カナダ、スウェ
ーデン、アメリカ、インドである。利益平準
化の国別パターンと概ね反対の傾向が観察
される。すなわち，利益平準化の傾向が強い
と観察された国の多くは短期的な会計発生
高の精度は高いと評価される。 
 
（3）利益の質の指標として、裁量的会計発
生高の絶対値の国・年ごとの中央値を算出し、
それらを利用して得られた国ごとの中央値
を測定した。これが大きいほど会計発生高を
過大または過小に認識しており、利益の質が
低いと評価される。なお、裁量的会計発生高
は修正ジョーンズモデルにより推定してい
る。分析の結果、裁量的会計発生高の絶対値
が小さい国は、韓国、日本、台湾、ブラジル、
南アフリカであり、それが大きい国はカナダ、
オーストラリア、イギリス、アメリカ、ドイ
ツである。日本の場合、裁量的会計発生高の
絶対値が小さく、この観点からは質の高い利
益を報告しているということになる。 
 
（4）利益の質の指標として、条件付保守主
義の指標を Basu（1997）と同様の方法で推定
する。具体的には、条件付保守主義の指標を
国・年ごとに算出し、国ごとにその中央値を
測定した。条件付保守主義が大きいほど経済
的損失を適時的に会計利益に織り込んでい
ると評価できる。分析の結果、この指標が小
さい国は、日本、スペイン、インド、韓国、
フランスであり、この指標が大きい国はデン
マーク、スウェーデン、カナダ、オーストラ
リア、スイスであった。日本は条件付保守主
義の程度が低い水準にあることが明らかと
なった。 
 
（5）会計利益と課税所得の一致性と利益の
質の関係を分析した。その結果、会計利益と
課税所得の一致性が高い国ほど、利益平準化
を行う傾向にあることが明らかとなった。こ
れは会計利益と課税所得の一致性が高い国
ほど、税金支払いに対する配慮が大きくなり、
結果として、平準化の影響を強く受けると推
定される。また、会計利益と課税所得の一致
性が高い国ほど、短期的な会計発生高の精度
が高く、また裁量的会計発生高の絶対値も小
さい。会計利益と課税所得の一致性が高い国
では、会計利益計算と課税所得計算の連携と
いう制約により、確実にキャッシュ･フロー
として実現する範囲内で会計発生高を認識
するようになり、結果として短期的な会計発
生高の精度が高まり、また会計発生高の過大
計上または過小計上を抑制することになる
と推定される。ただし、会計利益と課税所得
の一致性と条件付保守主義の間には有意な
関係を見出すことはできなかった。これらの



結果は本研究と同様の視点から分析し、会計
利益と課税所得の一致性が高い国ほど利益
の質が低いと結論付けたBlaylock, Gaertner, 
Shevlin（2015）と異なるものである。 
 
（6）会計利益計算と課税所得計算の制度的
連携を議論する際には、それらの連携による
コストとベネフィットを検討すべきである。
本研究の結果、明らかになったことは、連携
によるコストは会計利益が過度に平準化さ
れることである。過度に平準化された利益は
その適時性を失う可能性がある。連携による
ベネフィットは、確度の高い会計利益が報告
されるということである。日本の会計制度は
確定決算主義を背景として会計利益計算と
課税所得計算が密接に連携している。これに
よって日本企業の会計利益が過度に平準化
されているのであれば、連携の程度を見直す
必要がある。しかし、その見直しの程度によ
っては従来よりも確度の低い会計利益が報
告されることを覚悟する必要がある。 
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